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  欧州（EU）における 2021 年 AI 規制法案をめぐる各種意見と 
EU の対応の検討 

 

寺田麻佑 13 板倉陽一郎 23 
 
欧州委員会は 2021 年 4 月に AI 規制法案（Proposal for a Regulation of the European Parliament and of the 

Council Laying Down Harmonised Rules on Artificial Intelligence (Artificial Intelligence Act) and Amending 
Certain Union Legislative Acts）を公表し，現在もその制定に向けた検討が進められている．この AI 規制

法案を巡っては，日本を含めた各国の業界団体（経団連や米国テック企業などを含む）や各種団体から

修正意見が相次いでいる．すなわち，禁止される AI やハイリスク AI の定義はどうなるのかということ

や，イノベーションや国家安全保障上の障害となる懸念などである．本発表においては，EU の AI 規制

法案を巡る規制提案への反対や修正提案について検討し，EU の方向性と対応の現状の検証を行う． 
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Various opinions on the AI regulation bill of 2021 in Europe (EU) and examination of the response of EU. 
In April 2021, the European Commission published an AI regulation proposal (Proposal for a Regulation of the 
European Parliament and of the Council Laying Down Harmonised Rules on Artificial Intelligence (Artificial 
Intelligence Act) and Amending Certain Union Legislative Acts）, which is still being considered. A number of 
industry groups, including the Japan Business Federation (Keidanren) and U.S. tech companies, and other 
organizations have expressed their views on revisions to the proposed AI regulation bill. They include what the 
definition of banned or high-risk AI would be, and concerns about obstacles to innovation and national security. In 
this paper, opposition to and proposed amendments to the EU's proposed AI regulations will be considered, and the 
direction of the EU and the current situation of its response will be examined. 

1. 問題の所在 

欧州委員会が 2021 年 4 月に公表した AI 規制法案

（Proposal for a Regulation of the European Parliament and of 
the Council Laying Down Harmonised Rules on Artificial 
Intelligence (Artificial Intelligence Act) and Amending Certain 
Union Legislative Acts）は，現在進行形でその検討が進め

られている法案である[1]．この EU の AI 規則案は，AI に
関する規制を，具体的な厳しい罰則も含めた厳しい法規制

として構築するものであり，域外適用も含めたグローバル

な影響力が発揮されることが予測されるため，法案の検討

段階においてどのような意見がどのように参照され，どの

ように修正がされるのかに関する検討状況をみることが，

日本の AI に関連する規制（法規制のみならず，ガイドラ

イン等も含めたガバナンス）を考える 
――――― 
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うえでも，必要不可欠である． 
1.1 EU の AI 規制の焦点，方向性と目標 

この EU の AI 規制は，今後のデジタル時代に向けた恭

順な欧州の構築に役立たせるため，卓抜した AI の特徴と，

信頼できる AI の二つの側面に焦点をあてている規制であ

るとの説明がなされている[2]． 
また，AI に対する EU の取組は，AI のいかなる進展も，

市場や公共セクターの機能や人々の安全と基本権を守るル

ールに基づいて行われることを保証するものであるとの姿

勢が示されている． 
欧州委員会のヴィジョンを明確にするため，欧州委員

会は AI の包括戦略のなかで，AI 規制のための政策オプシ

ョンを提案しているのである．AI に関する規制枠組みは，

EU を信頼できる AI のためのグローバルな拠点とするた

めのもので，EU における AI の開発と普及，研究室から

マーケットに至るまで AI が普及する場所となること，AI
が人々のために機能することを保証し，また社会のために

もなることを保証することによって成り立つものとされる．

欧州委員会とその構成国は，AI の政策と投資に力を合わ

せることで合意しており，AI の卓越性をより高めること

でも合意しており，EU や世界の AI の状況にも合わせて，
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AI 戦略を適宜加速し，優先的な事項を調整したうえで，

行動を実践に移すという目標も AI に関する協調計画にお

いて示されている． 
EU の提案する AI 規則は，EU における AI 規制の調和

（ハーモナイゼーション）をおこない，EU のグローバル

な競争力を強化することを最終目標としているものである． 
その内容について，すでに筆者らは検討をおこなって

いるが，本稿においては，様々な修正意見に焦点をあてて

検討をおこなう． 
1.2 AI 規則案への修正提案 

この AI 規制法案を巡っては，日本を含めた各国の業界

団体（経団連や米国テック企業などを含む）や各種団体か

ら修正意見が相次いでいる．なぜならば，GDPR と同様に，

AI の開発とその利活用にあたって，その規制を域外適用

する内容も包含するため，イノベーションやビジネスの阻

害になる可能性があるためである．そのなかでも，禁止さ

れる AI の利用の在り方や，ハイリスク AI の定義はどう

なるのかということや，イノベーションや国家安全保障上

の障害となる懸念などが具体的な懸念条項である3．  
そのため，各国から意見が出されており，その意見な

どを EU においてどのように検討するのかも含め，適宜状

況をみながら EU における AI 規制の進展状況を把握する

必要がある． 
そこで，本論考においては，EU の AI 規制法案を巡る

規制提案への反対や修正提案について検討し，EU の方向

性と対応の現状の検証を行う． 
 

2. リスク別の AI 規制提案に対する反応 

2.1 リスク別の AI 規制の内容 
 欧州委員会が 2021 年 4 月に発表し，提案した AI 規制法

案の核心は，AI のリスクを 4 つに分類し，高いリスクが

あると考えらえる類型の AI の利用は禁止するというもの

であった． 
その背景には，AI を利用する際の基本的人権や安全性

を確保すること，そして，AI に関する利用者の信頼を確

保するための法的安定性を確保するという視点があった．  
具体的には以下の 4 つのリスクに分けて規制するもので

ある． 
 すなわち，容認できないリスク，高リスク，制約された

リスク，最低限のリスクの 4 つである． 
（参考図： 4 つのリスク） 
 

 
2.2 AI 規則案への反応 
この AI 規則案は世界中で注目を集め[4]，欧州国内からは

もちろん，米国や日本からも多くの反論や異論が出された

[5]． 
2.3 懸念を示し，財政支援が必要であるとした欧州企業

による意見表明 
すでにみたように，EU の産業界からは，企業の負担が

増加することに関する懸念がいちはやく表明され，イノベ

ーションの阻害となることが示されている． 
 AI 規制法案が方向性として有するリスクベースアプロ

ーチについては EU 域内の企業においては目立った否定的

な声はなく，歓迎するとしつつも，企業の負担が増え，そ

の結果，イノベーションが阻害されるとしていたものであ

る．デジタルヨーロッパ（情報通信技術（ICT）関連の産

業団体）は，GDPR と同様に，中小企業やスタートアップ

企業の負担が増大することを懸念し，迅速さが求められる

AI ソフトウェアが適合性評価の対象となったことへの懸

念を表明した[6]．欧州の機械電気電子金属加工産業連盟

（Orgalim）も，そもそも，AI システムという定義が不明

確であるとして，その定義をより明確化することと，産業

用 AI は高リスクとみなされないことを保証することを求

めること，そして，適合性評価の義務化は企業の負担を増

やし，安全性を高めることには必ずしもつながらないので

はないのかという懸念を含めた意見を表明している[7]． 
 そのほか，財政支援を求める声も各種団体から出されて

いる．欧州家庭用電気機器産業協会は（APPLiA）が開催

した会議においても，AI の定義を明確化・共通化するこ

とが重要であることのほか，IoT イノベーション・アライ

アンス（AIOTI）とともに，AI の研究開発への財政支援

の拡大が必要であるとの意見表明がなされている[8]． 
2.4 米国テック企業・中国・日本企業などによる意見表

明 
そのほか，米国のテック企業，そして日本の経団連な
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どからも合わせて 300 件以上の異論が表明され，修正され

るべきであるとする提案がなされた．その具体的な内容と

しては，AI の定義がとにかく広すぎる（米メタ（旧フェ

イスブック），AI に関連すると通常認識されていないよう

な技術まで規制の対象にしていること（中国・華為技術

（ファーウェイ））といったものであった． 
そこで，以下において，それらのなかでも，具体的な

修正提案についてみていくこととしたい． 

3. 各種意見の概要 

 欧州委員会が求めた意見に対しては，米国企業の現地法

人や，日本企業も意見を出している．顔認識技術などに歯

止めをかける AI 規則案であるということには理解を示し

つつ，以下のような意見が出されている．すなわち，AI
は機械学習技術や画像認識技術を指すことが多いが，欧州

委員会の提案はその他一般のソフトウェア関連の幅広い技

術を規制対象にするものであり，幅広く規制の網をかけす

ぎているということがまず指摘されている．また，責任を

負う所在について，文書分析サービスなども規制するのか

という点につき，すでにサービスを展開している各種企業

などからも規制が厳しすぎるのではないかという指摘がな

されている[9]． 
 さらに，AI を開発する AI の提供者側に，最終的なリス

ク回避義務を課すことについては，どのような義務がどの

ように課されるのか，多数の企業が開発や利用にかかわる

場合の調整についての調整のバランスを考慮することが必

要であるとする意見が出されている．総じて，定義がまだ

まだ曖昧な部分が多く，これらについて詳細な検討が必要

であり，説明も必要であるとする意見が出されている[10]． 
 もっとも，この規制案に対しては，これでは監視技術が

ますます利用されることになる社会が到来することになる

といった，規制が甘いという意見なども存在している[11]． 

4. 経団連による意見 

 本 AI 規制法案には，経団連も意見を日本語と英語で公

表している[12]．経団連の意見においては，以下の総論の

ほか，具体的な条文の内容にも踏み込んだ細かな修正提案

がなされており，定義の明確化とともに，2 条から 84 条，

Ａｎｎｅｘも含めて検討しており，特に，導入される適合

性評価についても，「適合性評価が EU 域外企業の参入障

壁とならないよう，域外企業が AI 規制法及び関連法令に

係る当局との事前の相談及び公的認証が受けられる仕組み

を早期に構築すべき．」等と指摘するものである（19 条関

連）． 
〔経団連の意見の概要〕 
このたび，欧州委員会が公表した AI 規制法案#1 は，信頼

ある AI の開発・利活用促進による環境・社会課題の解決

を目的としており，経団連が目指す「信頼できる高品質

AI（Trusted Quality AI）エコシステム」の構築と方向性を

同じくする． 
 
しかし，現段階では，禁止・ハイリスク AI の定義等に曖

昧さや解釈の余地が残されており，欧州への投資意欲や

新興 AI 企業などの育成・強化を妨げ，イノベーションや

国家安全保障に影響を及ぼす恐れがある．施行前に，定

義の明確化や説明の追加，ガイドライン等の提供を行う

べき． 
 
また，AI の技術革新・社会実装が加速している状況を踏

まえると，最新の状況を逐一考慮せずに議論を進めるこ

とは，混乱を生みかねない．規制の対象・内容の具体化

にあたっては，規制対象となっている EU 域外の産業界も

含めた EAIB（欧州 AI 委員会）や，国際標準化団体

（ISO/IEC JTC1 SC42）等において，十分な対話を行うプ

ロセスを設けるべき． 
 
同時に，規制導入後も緊密な対話を継続することより，

規則の内容を継続的かつ柔軟に透明性を持った仕組みで

見直していく仕組みを構築する必要がある．新たに法規

制を課す場合にも，革新的技術の利活用による社会的便

益を最大化できるよう，必要最小限にして抑制的である

べき． 
 
AI プロバイダーのみを厳しく規制することは，信頼性あ

る AI エコシステムの形成をかえって阻害する要因になり

うる．AI の適正な利用を担保するためには，プロバイダ

ーだけに努力を課すのではなく，AI エコシステム全体で

の取組みが必要であることを明示し，ユーザーにおける

取組みも促すことを期待する． 
 

5. CNIL（仏データ保護機関）による意見 デ

ータ保護監督機関を AI の監督機関として組み

入れるべきであるとする意見 

欧州のデータ保護機関からも意見がでており，そのな

かでも具体的な提案が出ている CNIL は，以下のような内

容の意見を出している． 
すなわち，CNIL はこの AI 規則案の方向性について歓

迎し，規則案の方向性として，禁止される AI システムの

具体的な定義を明確にすることが重要であるという方向性

を示し，規制のハーモナイゼーションが重要であり，イノ

ベーションを促進するような制度となることを全体的に推

奨している．とくに，具体的に，何が禁止されているかを

明記する形での規制枠組みの明確化が重要であるとする． 
このほか，CNIL の意見に特徴的な点として，「欧州人

工知能委員会 (EAIB) 」 のガバナンスを明確にしてその独

立性を保証し，その権限を強化することを求めていること

に他のデータ保護機関ともに同調し，特に EU レベルで統

一した AI システムを導入する際における，規制権限を行

使できるようにすることが重要であるとしている． 
さらに，各国データ保護当局が，データのみならず，

AI に関する国家監督機関として指定されるべきであると

する意見を出している．そのように国家監督機関としてデ

ータ保護当局を指定することが，将来の AI 規制の適切な
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規制枠組み構築と，イノベーションを促進する欧州 AI エ

コシステムの構築を促進と主張している． 
 

6. まとめ 

 欧州の AI 規制法案は，今後数年間，各種規制の方向性

に関する意見のせめぎあいが続く予定である．現状の予定

では 2024 年には方向性が固まることとなっているものの，

コロナの影響もあり，実際の議論がどの程度進むのかは未

知数な状況にある． 
 もっとも，EU 以外の国や（特に米国テック企業から

の）企業からの懸念をどの程度 EU が取り入れるのかどう

かについても不明であり，これまでの GDPR と同様の厳

しい態度を続ける可能性も否定できない． 
 欧州のデータ保護機関は規制する対象範囲（権限拡大）

の方向で意見を出しており，方向性としては，AI の規制

機関を各国に作り（データ保護機関が権限を拡大し），各

種認証・適合性評価に関するハードルが高くなるように思

われる． 
 今後も引き続き，ソフトロー的規制を目指す日本として

も，EU の AI 規制の方向性につき，定義の明確化や厳し

すぎる規制への懸念など，積極的な意見表明を続けていく

ことが必要である． 
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